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労働分野における 書面・対面規制等の見直し

～2020年度経団連規制改革要望～
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1. 書面・押印・対面の見直しに向けた共同宣言
 デジタル社会の実現に向け、官民一丸で「書面」「押印」「対面」を見直すことを宣言した。
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2. 2020年度 経団連規制改革要望の全体像
 経団連はwith/postコロナの経済活動に不可欠な75項目の規制改革要望を取りまとめた。
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3. 個別要望事項
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3-1. 情報通信機器を用いた面接指導の実施に係る留意事項の簡素化

【要望事項】
☞非対面の面接指導を促進する観点から、対面を優先する記述を削除するとともに、面
接指導を実施する医師の要件（①～④）を撤廃すべきである。

【現 状】
 安衛法の規定に基づく医師の面接指導をICT機器を用いて行うにあたり、厚労省の通知は
基本的な考え方として、「原則として対面によって行うことが望ましい」と明記するとともに、面接
を実施する医師の要件を示している。

⇨Withコロナにおける面接指導を迅速に実施する上で妨げとなっている。
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いずれかの場合に該当する必要
① 面接指導を実施する医師が、対象労働者が所属する事業場の産業医である場合
② 面接指導を実施する医師が、契約（雇用契約を含む）により、少なくとも過去１年以上の期間にわたって、対象労働

者が所属する事業場の労働者の日常的な健康管理に関する業務を担当している場合
③ 面接指導を実施する医師が、過去１年以内に、対象労働者が所属する事業場を巡視したことがある場合
④ 面接指導を実施する医師が、過去１年以内に、当該労働者に直接対面により指導等を実施したことがある場合



3-2. 労働者への通知・労働者からの同意取得・異議申し出のペーパレス化

【現 状】
 労働契約承継法上、分割会社から労働者への承継通知や、労働者から分割会社への異
議申し出の実施は書面に限られる。

⇨対象となる労働者数が多い場合、労使双方にとって書面形式が負担になっている。
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【要望事項】
☞十分な個人認証やセキュリティ確保措置等を講じれば労働者保護を図ることが可能なため、
書面によるだけでなく電子的な方法の活用を認めるべき。

分割会社対象労働者

①通知

②異議申し出



3-3. 特別教育のオンライン化（３密回避）に向けた更なる要件緩和
【現 状】
 安衛法の規定に基づく「特別教育」をe-Learningで実施する条件として、厚労省の通達で
は、視聴・閲覧時間を受講者が操作できる場合や、監視者を配置せず視聴・閲覧中に受講
者が自由に離席できる場合には、特別教育として無効としている。

⇨ e-Learningの特性を活かすことができない。

【要望事項】
☞３密回避に有効なe-Learningの活用を促進する観点から、集合教育と同等の品質確保
を条件に、受講方法・受講時間を柔軟化すべき。
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次のいずれかに該当する場合には、特別教育として無効である
③ 特別教育のうちの学科教育のために使用されている映像教材又はウェブサイト動画等について、実際の視
聴・閲覧時間を受講者自身が操作できる場合、特別教育としてｅラーニング等を提供する者（以下「教育事
業者」という。）又は事業者が監視者を配置していないために、当該映像教材又はウェブサイト動
画等の視聴・閲覧中に受講者が自由に離席できる場合等、各特別教育規程に定める教育時間以
上当該学科教育が行われたことが担保できないもの



3-4. 労働法制における「事業場」の考え方の見直し

【現 状】
 テレワークや人事制度の検討・環境整備が本社主導で進められるなか、就業規則や36協定
についても、事業場の意見を聞きつつ本社主導で管理している企業が多い。

⇨これまでの「事業場単位」の考え方が現状にそぐわなくなっている。

【要望事項】
☞現行法制における「事業場単位」の考え方を「会社単位」に変更すべき。
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参考／労働時間等設定改善委員会 8

 「労働時間等の設定の改善に関する特別措置法」においては、一定の要件を満たす企業単
位の「労働時間等設定改善委員会」の決議により、労働基準法で定める一部の事項につい
て、事業場毎の労使協定と同様の効果を有することが可能となっている。

労使
協定

労使
協定

労使
協定

企業

事業場 事業場事業場

労働時間等
設定改善企業委員会

決議

代替休暇／時間単位年休の取得
／年休の計画的付与



3-5. 事業主が健康保険組合に提出する各種書類の電子化

【現 状】
 健康保険法に基づき、被保険者に関する各種届出は事業主を経由して保険者（健康保険
組合等）に行わなければならず、届出に際しては事業主の押印が求められている。

⇨一連の作業工程に押印が含まれるため、手続が電子的に完結しない。

【要望事項】
☞手続の電子化を推進するため、事業主の押印を不要とすべき。
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押印・届出
（電子も可）

事業主 健康保険組合被保険者（従業員）

届出に関する情報



＜100件/月以上＞

・産前産後休業取得者申出書/変更（終了）届 〔取得〕
・介護保険適用除外 海外赴任・国内帰任届
・氏名・生年月日等変更（訂正）届
・育児休業等取得者申出書（新規・延長）/終了届 〔新規・延長〕
・被保険者証再交付申請書（届）
・被扶養者異動届（減）

＜1,000件/月以上＞

・被扶養者異動届（増）
・被保険者資格取得届
・被扶養者資格喪失届
・月額変更届

参考／事業主印が必要な帳票と、ある会員企業における届出件数（例） 10

＜100,000件/年以上>

・算定基礎届
・賞与支払届



3-6. 離職票の電子化

【現 状】
 会社から労働者へ離職票を送付する際、紙で郵送するかメールで送付しなくてはならない。

⇨対象となる労働者数が多い場合、企業側にとって負担になっている。
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【要望事項】
ハローワークでは既に全国で共有可能なデータベースを保有している。
☞このデータベースを活用し、離職票を電子化すべき。

会社対象労働者

離職票
送付



参考／離職票の発行フロー（現状） 12

労働者 企業 ハローワーク

①労働者が離職票を希望する旨を企業に申出

②企業が雇用保険被保険者資格喪失届・離職証明書及び
離職票希望する旨をハローワークへ届出

③ハローワークが離職証明書（事業主控）・資格喪失確認通知書（事業主通知用）、
離職票（労働者（被保険者）向け）を企業へ送付

④企業が労働者本人に離職票を送付

⑤労働者本人がハローワークへ離職票を持参、離職票をもとにハローワークが本人確認し、
失業給付金申請手続きを実施

①離職票希望

④離職票送付

③
・資格喪失
確認通知書
・離職票
発行

⑤離職票持参で失業給付金申請

離職票は本人確認のために使われてい
るが、雇用保険の申請はマイナンバーと

紐づけている。
マイナンバーと連携して本人確認するこ

とで④⑤不要になり、
離職票のペーパーレス化につながる

わざわざ出社して
印刷し、

元従業員へ郵送しなく
てはならない

②
・資格喪失届
・離職証明書

申請



参考／離職票の発行フロー（改善案） 13

労働者 企業 ハローワーク
（DB上で離職票管理）

①労働者が離職票を希望する旨を企業に申出
※その際、離職票発行&基本手当申請手続き可能になったことを通知するか希望を聞き、希望する場合連絡先（マイナポータル経由、メールアドレス、電話、住所等）を記載
②企業が雇用保険被保険者資格喪失届・離職証明書及び
離職票希望する旨をハローワークへ届出

③ハローワークが離職証明書（事業主控）・資格喪失確認通知書（事業主通知用）、
離職票（労働者（被保険者）向け）を企業へ送付

④（本人が希望を通知する場合）ハローワークから本人へ手続き可能になったことを希望した連絡手段で通知

⑤労働者本人がハローワークへマイナンバーカードもしくはマイナンバー記載書類&本人証明書類（運転免許証等）を持参、ハローワークが本人
確認し、基本手当（失業給付）申請手続きを実施
※本人が希望すればハローワークで紙での離職票発行も可能にする

①離職票希望

④（本人が通知を希望する場合）ハローワークから本人へ手続き可能になったことを通知
⑤マイナンバーカード or マイナンバー記載書類&本人証明書類持参で基本手当（失業給付）申請（必要に応じて離職票を発行）

③
・資格喪失
確認通知書
発行

②
・資格喪失届
・離職証明書

申請
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